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はじめに 

近年、ESG（環境・社会・ガバナンス）課題の一つとして、サプライチェーンやバリューチェーンを含めた

事業活動における人権尊重の取組みに関心が寄せられている。企業の ESG 評価の一要素として、人権への取

組み状況について評価が行われていることもあり、人権尊重の取組みとして、いったい何をどこまで、どの

ように実施すれば良いのか頭を悩ませている経営層や担当者も多いのではないだろうか。また、「従前より、

人事部において社内教育を徹底しており自社では十分対応できている」と感じている場合は、注意が必要だ。

人権の捉え方に相違がないか、再確認が必要である。事業活動において対応が求められている“人権”とは

どのようなものなのか、何故、企業に対し人権尊重への取組みや人権デュー・デリジェンスの実施が求めら

れているのか、これらについて正しく理解することが人権尊重の取組みを進める第一歩である。 

本稿では、企業に人権尊重の取組みが求められるようになった歴史的な背景及び近年の法制化などの動き

を概観した上で、企業に対応が求められている人権課題とは何かを、国際 NGO などが申し立てしている企業

の人権侵害の事例を用いて解説する。また、これらの課題に対応するために、国連「ビジネスと人権に関す

る指導原則」に基づいた企業の人権尊重の取組みにおけるポイントを説明する。最後に、昨今注目を集めて

いる、持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals、以下「SDGs」という）と人権の関係に

ついて解説する。本稿が、人権課題に対する理解を深め、自社における人権尊重の取組みやその目的を改め

て見直しする一助となれば幸いである。 

1.企業による人権尊重の取組みが求められる背景 

1.1. ビジネスに関連するグローバルな人権課題の顕在化と「ビジネスと人権」の規範化 

「ビジネスと人権」の問題に焦点があてられるようになったのは、1990年代頃である。グローバルな人権

課題が顕在化した代表的な事例として、1990年代後半に発生した、大手スポーツウェアメーカーの東南アジ

アの下請工場における低賃金労働、劣悪な労働環境などの人権侵害がある。同社は当初、人権侵害が告発さ

れた工場は、同社との資本関係などがなく、単なる取引先であるとして、この問題に対する責任を認めてい
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なかった。しかし、結果として同社に対する批判は消費者にも広がり、大規模な不買運動を引き起こした。

同事例は、サプライチェーン上の労働者に対し、企業がどのような責任を負うのかという問題を提起したと

いえる。 

1948 年に世界人権宣言が採択されて以降、人権は国と個人の間のこととして捉えられてきた1が、1990 年

代頃になると、グローバル化が進展し、企業が国境を越えて事業活動を行うことで、サプライチェーン上に

おける労働者の権利侵害や、環境破壊を含む地域社会の権利侵害などが深刻化するようになった。これらの

権利侵害についての企業に対する批判が増加し、国際社会において「ビジネスと人権」の問題に焦点があて

られるようになった。 

また、多国籍企業が事業進出する国々では、本国に比べて規制が緩やか、または規制があっても実際には

機能していないことが往々にしてある中で、1990代頃のグローバルな人権課題の顕在化とともに、そうした

国において、国が個々人の人権を保護するという国際的な規範の前提が成り立っていないことが、徐々に明

らかになってきた。従来の国際規範では、こうした国境を越える企業の人権侵害に対して統一的な見解が存

在しておらず、国際人権法を始めとしたグローバルな企業の統制システムに限界が生じていたといえる。加

えて、グローバル化に伴い、企業が巨大化し、その影響力の大きさが無視できないものとなってきたことで、

ビジネス社会を取り込んだグローバルな人権保障制度の再構築が必要となっていたのである。 

このような「ビジネスと人権」に関する問題を背景として、2008年、国連特別代表であったジョン・ラギ

ー氏は、国連人権理事会に「保護、尊重及び救済」からなる全ての国と企業が尊重すべき枠組を提案し、全

会一致で承認された。同枠組みは、「人権を守る国家の義務」「人権を尊重する企業の責任」「救済へのアクセ

ス」という 3本の柱に支えられている。そして、この枠組みを実行可能なものとするために、2011年、「ビ

ジネスと人権に関する指導原則」（以下、「国連指導原則」という）が策定され、国連人権理事会において全

会一致で承認された。新たな国際規範の誕生である（図 1）。 

 

＜企業に対する人権尊重責任の規範化＞ 

 

図 1 企業に対する人権尊重責任の規範化2 

 

これにより、企業に人権を尊重する責任があることが国際社会において合意形成された。国連指導原則では、

「人権を尊重する」ということは、他者の人権を侵害することを回避し、企業が事業活動を通じて人権に与

える負の影響（人権侵害）に対処するということを示している。つまり、企業が直接人権侵害を引き起こす、

あるいは助長する場合だけでなく、サプライチェーン上などの事業活動を通じて人権侵害とつながっている

場合などにおいても企業に対処を求めている。この点において、企業の人権尊重の責任範囲は、自社内だけ

でなく、バリューチェーン全体に対して負うことが明確化されたともいえる。（図 2） 

                              
1 世界人権宣言の採択の経緯などについては、5～6ページを参照。 
2 参考文献を基に当社作成 
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＜企業の人権尊重の責任範囲と人権課題の例＞ 

 

図 2 企業の人権尊重の責任範囲と人権課題の例3 

 

例えば、先に述べた大手スポーツウェアメーカーにおける事例は、同企業が直接人権侵害を引き起こしたわ

けではないが、同企業と下請企業との取引の結果、生じた課題であり、同企業は、これを是正するためにそ

の影響力を行使すべきであったと考えることができる。この他にも、例えば企業の合弁会社が賄賂や腐敗に

関わっている場合や、金融機関が人権侵害の行われている開発プロジェクトに融資を行うことなども、企業

が事業活動を通じて人権侵害とつながっているケースであるといえ、対処が求められることとなる4。 

国連指導原則は、法的拘束力はないが、様々なステークホルダーとの議論を経てまとめられており、2010

年に発行された ISO26000（社会的責任に関する手引き）や 2011 年に改訂された経済協力開発機構（OECD）

の多国籍企業行動指針に取り入れられるなど、多方面に大きな影響力を及ぼしている。 

国連指導原則の策定後、2013 年に発生したバングラデシュの縫製工場における大規模な倒壊事故は、企業

がそのサプライチェーン上にも責任を持つという認識をより一層高める契機となった。同事故による死者は

1,000 人以上に及び、先進国のアパレル企業の下請工場における劣悪な労働環境を明らかにした。先進国の

アパレル企業は、下請工場における人権侵害に加担していたとして、痛烈な批判が行われ、企業のサプライ

チェーンに対して世界的な関心がより一層高まることとなった。その後 2015 年に開かれた G7 首脳会合（エ

ルマウ・サミット）では、「責任あるサプライチェーン」が議題となり、「我々は、国連ビジネスと人権に関

する指導原則を強く支持し、実質的な国別行動計画を策定する努力を歓迎する。5」という G7 首脳宣言がな

された。 

1.2. 「ビジネスと人権」のハードロー化 

 国連指導原則は、法的な拘束力を持たないソフトローであるが、国連人権理事会決議などにおいて、同原

則の実施にかかる「ビジネスと人権に関する国別行動計画」（NAP：National Action Plan、以下「国別行動

計画（NAP）」という）を策定することが各国に奨励されている。2013年には英国が初めて国別行動計画（NAP）

                              
3 バリューチェーンの枠組みとして「SDGs Compass SDGsの企業行動指針-SDGsを企業はどう活用するか」を参考に当社作成 
4 国連指導原則 19では、企業が人権への負の影響について“引き起こしている場合”、“助長している場合”、“助長して

いないが、その負の影響が企業の製品や事業と直接関連している場合”の 3つのケースをあげ、企業に求められる対応に

ついてそれぞれ解説している。その上で、企業が負の影響を防止・軽減する影響力を持つ場合にはそれを行使すべきとし

ている。 
5 外務省. 2015 G7エルマウ・サミット首脳宣言（仮訳）.外務省, 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ecm/ec/page4_001244.html（アクセス日：2019/3/7） 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ecm/ec/page4_001244.html
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を策定し、2018 年時点で米国、ドイツ、イタリア、フランスなどを含む 20か国以上が国別行動計画（NAP）

を策定し、公表している。日本では、2016 年 11 月に開催された国連ビジネスと人権フォーラムにおいて、

国別行動計画（NAP）を策定する旨が初めて公表された。2018 年より計画策定のため、企業の事業活動にお

ける人権保護に関する日本の法制度や施策などについての現状把握調査（ベースラインスタディ）意見交換

会が開催されている。今後の予定としては、2019 年上期に国別行動計画（NAP）に盛り込むべき優先分野を

特定し、下期に国別行動計画（NAP）の原案を作成し、2020 年半ばに国別行動計画（NAP）を公表することが

目指されている。今後、日本でも企業に対し、人権尊重の取組みに関するなんらかの方向性が示されること

が見込まれる。 

また、国別行動計画（NAP）策定の動きに伴い、各国で「ビジネスと人権」に関する法制化が進んでいる。

例えば、2014 年に施行された EU 非財務情報開示指令では、EU 域内の従業員 500 人超の上場企業や金融機関

に対し、サプライチェーンを通じた環境・労働・贈収賄・人権に関連するリスクへの対処状況の開示を義務

付けている。2015年に施行された英国現代奴隷法では、英国で事業活動を行う年間売上高 3,600 万ポンド以

上(約 50 億円)の組織に対し、会計年度ごとに、強制労働や人身売買に関する声明を公表することを義務付け

ている。企業は、この声明において、自社及び自社のサプライチェーン上において、強制労働や人身売買を

防止するために企業が実施した人権デュー・デリジェンスの措置などについて説明することが求められてい

る。最近では、オーストラリアにおいて現代奴隷法が 2018 年に成立した。こうした各国の法制化の流れは、

国別行動計画（NAP）策定など、日本における企業の人権尊重の取組みに対して少なからず影響を与えると推

察される。 

 

＜「ビジネスと人権」に関する主な出来事＞ 

 

図 3 「ビジネスと人権」に関連する主な出来事6 

                              
6 参考文献を基に当社作成 
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2. 企業に対応が求められている人権課題 

第 1章では、企業に人権尊重の取組みが求められる背景を確認した。もし、「人権に関しては、セクハラや

パワハラ、性的少数者や障害者への差別問題、同和問題など、人事部などにおいて既に社内教育を徹底して

おり、自社では十分対応できている」などと思った場合は、人権の捉え方に相違がないか、再確認が必要で

ある。何故なら、国連指導原則が人権尊重を求めている「国際的に認められた人権」は、日本において一般

的に認知されている人権の概念よりも広い概念であるからだ。本章では、「国際的に認められた人権」と、企

業に対応が求められている「人権課題」を確認する。 

2.1. 「国際的に認められた人権」と日本国内の主な人権課題 

国連指導原則で述べられている「国際的に認められた人権」とは、「世界人権宣言」と「国際人権規約」か

ら成る「国際人権章典」と「ILO 中核 8 条約上の基本権」が最低限のものとされており、図 4 に挙げている

権利などが含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4 国際的に認められた人権7 

 

1948年に国連総会において採択された「世界人権宣言」は、人権および自由を尊重し確保するために、「す

べての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準」を宣言したものである。すべての人間の自由と平等、

刑事手続上の権利、表現の自由、社会保障を受ける権利などを謳っている。これは、20世紀に起きた二度の

世界大戦、特に第二次世界大戦中において、特定の人種の迫害、大量虐殺など、人権侵害、人権抑圧が横行

した経験から、人権問題は国際社会全体に関わる問題であり、人権の保障が世界平和の基礎であるという考

え方が基となっている。「世界人権宣言」は、人権の歴史において重要な地位を占めているものの、法的拘束

力がないため、1966 年に具体的な法的拘束力を持つ条約として「国際人権規約」が国連総会で採択された8。

                              
7 参考文献を基に当社作成 
8 世界人権宣言と国際人権規約は、もともと国際権利章典を作成するという国連での構想のもとに作られたものであるた

め、両者が対象としている権利の内容は共通点が多く、一般に、国際人権規約は、世界人権宣言に示された権利を詳細に

規定していると言われている。ただし、採択に至るまでの時期の相違から若干の違いがあり、世界人権宣言に謳われてお

り国際人権規約に規定されていない権利や、世界人権宣言にうたわれていないが国際人権規約に規定されている権利があ

る。 
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「国際人権規約」は、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」(社会権規約)と「市民的及び政治

的権利に関する国際規約」(自由権規約)の 2 つの条約から成り、人権諸条約の中で最も基本的かつ包括的な

ものである。 

「ILO 中核 8 条約上の基本権」は、国連の専門機関として労働問題を取り扱う ILO（国際労働機関）が労働

に関する最低限の基準を定めた「ILO中核的労働基準」における権利である。「ILO 中核的労働基準」は、「結

社の自由及び団体交渉権の効果的な承認」、「強制労働の廃止」、「児童労働の撤廃」、「雇用及び職業における

差別の排除」の 4 分野・8 条で構成され、グローバル化の進んだ現代世界にあって最低限順守されるべき基

準とされている9。 

 

表 1 国際的に認められた人権の拠り所となっている国際基準10 

 

 

企業は、事業活動を通じて、以上のような「国際的に認められた人権」全般に対し、負の影響を与える可

能性がある。そのため、国連指導原則では、企業の人権尊重責任は、最低限、「国際人権章典」で表明された

もの及び「ILO 中核 8 条約上の基本権」すべてに適用されるとしている。また、国連指導原則では、社会的

に弱い立場に置かれ、排除されるリスクが高い集団や民族に属する個人の権利とニーズ、その人たちが直面

する課題に特に注意を払うよう求めている。法務省が日本国内の主な人権課題として挙げている「女性」、「子

ども（いじめ、体罰、児童虐待・児童買春・児童ポルノ問題）」、「高齢者」、「障害のある人」、「同和問題」、

「アイヌの人々」、「外国人」、「性的指向」などは、特に注意が必要な課題であるといえる。これらの課題に

ついては日本でも広く認知され、取組みに力を入れている企業も多いと思われる。しかし、企業がサプライ

チェーンなども含めた事業活動において直面する人権課題は一様ではなく、人権に与える負の影響度や深刻

度は、業種や規模、操業国などの要因により様々である。企業は、上記のような人権課題に注意を払いなが

らも、「国際的に認められた人権」全てに負の影響を与える可能性があることを認識し、自らの事業活動に関

                              
9 なお、日本は中核的労働基準の 8条約のうち、「強制労働の廃止に関する条約（105号）」と「雇用及び職業についての

差別待遇に関する条約（111号）」の 2条約を批准していない状況である。 
10 参考文献を基に当社作成 
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わる人権課題を幅広く洗い出した上で、自社固有の人権課題を特定し、対処していく必要がある。 

「国際的に認められた人権」に基づいた企業の事業活動に関わる網羅的な人権課題の一覧としては、国連

環境計画・金融イニシアチブ11（UNEP Finance Initiative、以下「UNEP FI」という）の人権ガイダンスツー

ル12が参考になる。UNEP FI人権ガイダンスツールでは、事業活動が引き起こし得る基本的な人権課題が挙げ

られている。法務省があげている日本の主な人権課題と比較すると、UNEP FI 人権ガイダンスツールの人権

課題は、「労働時間」、「賃金」、「健康と安全」、「差別」、「児童労働」、「強制労働」、「天然資源へのアクセス」、

「土地へのアクセス」、「腐敗と汚職」などが挙げられており、多岐に渡ることがわかる（表 2）。詳細は次項

で述べるが、国際 NGOなどは、環境・労働・腐敗・消費者・多様性などの問題を広く含めて人権課題と捉え、

企業の事業活動によって引き起こされる人権課題を申し立てしている。 

 

表 2 人権課題の比較13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2. 企業に対する申し立てと人権課題の傾向 

それでは、事業活動によって引き起こされる人権課題とは、どういったものか。国際 NGO などが申し立て

している事案については、ロンドンに本部を置く国際人権 NGO ビジネス・人権資料センター(BHRRC：Business 

and Human Rights Resource Center、以下「BHRRC」という)が公開している情報が参考になる。企業への人

権関連の申し立てに関するデータ14を集計したところ、多くの企業が申し立てられた人権課題15は、「労働（883

                              
11 国連環境計画・金融イニシアチブ（UNEP FI）とは、国連環境計画（UNEP）と約 200以上の世界各地の銀行・保険・証

券会社などとの間で協力体制を確立していく組織である。1992 年に設立し、金融機関、政策者、規制当局と協調し、経

済的発展と ESGへの配慮を統合した金融システムへの転換を進めている。なお、国連環境計画（UNEP）とは、1972年ス

トックホルム国連人間環境会議で採択された「人間環境宣言」および「環境国際行動計画」の実行機関として同年の国連

総会決議に基づき設立された国連の補助機関である。 
12 UNEP FIでは、金融機関が貸付業務における潜在的な人権リスクの特定などを行うためのフレームワークとして、人権

ガイダンスツールを策定し、公開している。基本的な人権課題の他、セクター別の人権課題などが掲載されている。 
13 以下 2点の資料を基に当社作成 

①法務省.”主な人権課題”,法務省 WEBサイト,http://www.moj.go.jp/JINKEN/kadai.html,(アクセス日:2019/3/4) 

②UNEP Finance Initiative.”Key Issues and Questions”,UNEP Finance Initiative Changing finance, financing 

change Human Rights Guidance Tool for the Financial sector, 

https://www.unepfi.org/humanrightstoolkit/fundamentals.php,(アクセス日:2019/3/4) 
14 ジョン・ラギー氏は、世界中の企業に対して行われている人権侵害に関する申し立てに関する公式のデータが存在し

http://www.moj.go.jp/JINKEN/kadai.html
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社）」、「環境（776社）」、「健康（594社）」、「安全保障と紛争地域（462社）」、「土地の権利（332社）」であっ

た16（図 5）。「正しいビジネス―世界が取り組む「多国籍企業と人権」の課題―」において、ジョン・ラギー

氏も指摘していることだが、これらの数値からわかることは、企業の事業活動が、労働分野における人権だ

けでなく、「環境」や「安全保障問題と紛争地域」、「土地の権利」など、非労働分野の人権にも負の影響を及

ぼしているということである。 

 

 
図 5 申し立てられた人権課題トップ 517 

 

また、同データを用いて、人権侵害の発生が疑われる国を地域別18に分類し、申し立てられた人権課題のト

ップ 5を集計したところ、図 6のとおりとなった。「労働」の人権課題は、アジアや欧州において最も申し立

て件数の多い人権課題であり、「環境」の人権課題は、中南米やアフリカにおいて最も申し立て件数の多い人

権課題となっている。北米では、「安全保障問題と紛争地域」と「サプライチェーン／フェアトレード」の人

権課題が上位を占めているが、これは、クラスター爆弾の製造企業への資金調達支援など金融を通じた人権

侵害の助長や、ドッド・フランク法紛争鉱物規制を廃止させようとするロビー運動に関連する申し立てなど

による。一方で、欧州とアジアはともに「労働」の人権課題が最も申し立てされているが、これは、東ヨー

                                                                                                 
ない中で、最も信頼できるものとして、BHRRC が公表しているデータをあげている。BHRRC は、市民社会等による企業に

対する申し立てをはじめ、ビジネスと人権の情報を収集しており、ウェブサイトにおいて、180 カ国以上、7500社以上の

企業の人権方針、取組み状況を公開している。また、BHRRCは、情報収集した企業に対する市民社会等の申し立てのうち、

毎週の定期的な更新で掲載するほど深刻だと認識した事案については、企業に対して申し立てへの回答を求め、企業の回

答状況をデータとして公開している。本レポートでは、2000 年 1 月から 2019 年 2 月 13 日までにおいて、世界中の企業

に対して行われた人権侵害に関する申し立ての企業回答率データ(All company responses and non-responses)を用いた。 
15 申し立て事案のうち、一つの企業に対する申し立てを 1件としてカウントした。 
16 企業に対する申し立て内容には、複数の主張を含むことがあるため、BHRRCのデータでは、1つの申し立て事案に、「労

働」、「健康」、「移住者及び移民労働者」等、複数の人権課題が割り当てられていることがある。そのため、1つ申し立て

事案が複数の人権課題にカウントされている場合がある。 
17 BHRRCの 2000年 1月から 2019 年 2月 13日までの回答率データを基に当社作成 
18 地域分類については、BHRRCの企業の回答状況データにおける「Country of alleged abuses（悪用が疑われる国・地

域）」を外務省の国・地域分類を参考に、北米、中南米、欧州、アフリカ、中東、アジア、オセアニアの 7地域に分類し

た。なお、「Country of alleged abuses（悪用が疑われる国・地域）」が空欄の事案については、分類及び集計の対象外

とした。 
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ロッパや南東ヨーロッパの衣料品・靴の工場、中国の電子機器の工場や玩具工場、インドやバングラデシュ

の縫製工場などにおける劣悪な労働環境などが申し立てされていることによるものだ。 

 

＜地域別申し立て人権課題トップ 5＞ 

 

図 6 地域別申し立て人権課題トップ 519 

 

北米、欧州、アジアの地域は、日本企業の多くが進出もしくは拠点を置いていると推察されるが、同地域

における申し立て内容を一部抜粋したのが、次頁表 3である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              
19 BHRRCの 2000年 1月から 2019 年 2月 13日までの回答率データを基に当社作成 
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表 3 北米、欧州、アジアにおける申し立て内容など20 

地域 主な人権課題 申し立て内容など 

北米 

安全保障問題、 

紛争地域 クラスター爆弾製造企業への資金調達支援など金融を通じた人権侵害の助長に関する告発や、 

ドッド・フランク法紛争鉱物規制を廃止させようとする米国商工会議所（米国最大のロビー団体） 

などによるロビー運動に関して、関連企業に対する申し立て など サプライチェーン/ 

フェアトレード 

気候変動 
自社の気候変動への対応方針と矛盾して、気候変動やパリ協定に対して否定的な立場をとる米国

商工会議所に、企業が資金提供していることについての申し立て など 

環境 企業による有害物質の埋め立てが先住民の居住地を汚染しているとの申し立て など 

健康 
銅鉱山から排出される大気汚染物質及び有害物質が、子どもの早死と先天性欠損症の原因となっ

ているとの申し立て など 

欧州 

労働 
東ヨーロッパおよび南東ヨーロッパ全体の衣料品や靴産業における低賃金および劣悪な労働条件に

関する告発 など 

環境 

イギリスにおいて二酸化炭素を最も多く排出する企業に対する批判や、人権侵害および環境汚染を

行っている石炭鉱業やエネルギー関連の企業に対してのブルガリア政府やブルガリア国内の銀行によ

る支援に関する告発 など 

健康 

(職場の安全衛生含む) 

カザフスタンの油田から排出された有毒ガスによって、周辺の子どもたちに健康被害が生じたとの申し

立てや、アルメニアの金鉱山プロジェクトが、水質汚染や環境へ悪影響を与える危険性が高いといった

申し立て など 

強制労働、 

現代の奴隷制 
ウズベキスタンの綿花収穫における強制労働に関する企業の支援に対する申し立て など 

移住者、 

移民労働者 

デンマークのスーパーマーケットで販売されている缶詰のトマトの生産におけるイタリアの移民労働者の

搾取に関する懸念や、スウェーデンで展開する4大大手靴販売店のサプライチェーンにおいて、移民な

どを保護するための特別な予防措置を取っていないことや安全な苦情処理メカニズムが確保されてい

ないといった申し立て など 

アジア 

労働 

中国において、電子機器メーカーの製造工場の労働条件に関して、残業時間、給与などの労働者

の権利が侵害されている可能性や、インドの衣料品工場において、労働者が虐待的な労働条件にさ

らされていることなどに関する申し立て など 

環境 
インドにおいて企業が有害な産業廃棄物を不適切に処理しているという告発や、日本において金融

機関に対し、石炭火力発電所およびその他の石炭関連プロジェクトへの資金提供停止の要請 など 

健康 

(職場の安全衛生含む) 

韓国において携帯電話部品の製造業の三次サプライヤーで急性メタノール中毒が発生したことに対

する責任を追及する申し立てなど 

サプライチェーン/ 

フェアトレード 

バングラデシュの縫製工場における低賃金労働、日常的な虐待、工場の倒壊による事故の発生など

劣悪な労働環境に関する告発や、主要な衣料品ブランドのサプライチェーン上の、インドの縫製工場

における労働者の団結権（組合活動）の侵害に関する申し立て、中国の玩具工場における劣悪

な労働環境に関する告発 など 

暴力 
ミャンマーにおけるガスパイプラインの建設プロジェクトにおいて、強制労働や恣意的な逮捕、拘禁、拷

問など様々な暴力を含む人権侵害が行われているといった告発 など 

                              
20 BHRRCの 2000年 1月から 2019 年 2月 13日までのデータや各申し立て内容に関する BHRRCサイト掲載情報を基に当社

作成 
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 続いて、こうした事業活動によって引き起こされる人権課題の業種特性を確認する。BHRRC のデータをも

とに集計したところ、国際 NGO などから申し立てを受けているセクターのトップ 5 は、「石油、ガス、石炭」、

「採鉱」、「ファイナンス、バンキング」、「テクノロジー、電気通信およびエレクトロニクス」、「衣料、繊維」

となった（図 7）。「石油、ガス、石炭」、「採鉱」は、資源採掘企業による労働者に対する虐待など劣悪な労

働環境や強制労働といった労働の人権問題が数多く申し立てされている。次いで、「ファイナンス、バンキン

グ」となっているが、プロジェクトファイナンスなどの金融によって、こうした人権侵害を下支えしている

といった批判などがなされている。「テクノロジー、電気通信、エレクトロニクス」や「衣料、繊維」におい

ては、欧州やアジアにおけるこうした工場での劣悪な労働環境に関する申し立てが多くなされている傾向が

ある。 

 

 

図 7 セクター別の申し立て件数21 

 

以上、BHRRC のデータから、国際 NGO などによって、申し立てされる傾向にある人権課題や申し立ての件

数が多い傾向にあるセクターを確認した。これらより、企業の活動が与える人権への負の影響は、圧倒的に

労働に関係するものが多い一方で、企業の事業活動による環境汚染などが地域住民の生命や生活、健康、住

居などの権利を侵害する可能性や、サプライチェーンや金融を通じて、事業活動が紛争地域の人権侵害に加

担する可能性があるなど、事業活動が侵害し得る人権は多岐にわたることが伺える。また、「健康」の人権課

題は、職場環境が劣悪であるなどの「労働」の人権課題や、油田開発プロジェクトなどによる環境破壊や汚

染物質の垂れ流しなどの「環境」の人権課題に伴って生じていると推察される。企業は、事業活動が及ぼす

負の影響を幅広く認識した上で、人権課題を特定し、対処する場合には、その人権課題単独で扱うのではな

く、人権課題は相互に関係している可能性があることを認識し、対処していくことが望まれる。 

                              
21 BHRRCの 2000年 1月から 2019 年 2月 13日までのデータを基に当社作成 
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3. 企業に求められる人権尊重の取組み 

第 2 章では、企業に対応が求められている「人権課題」について、具体的な申し立て事例を踏まえて解説

したが、本章では、そうした「人権課題」に対して、企業が取り組むべき事項について国連指導原則を基に

解説する。 

3.1. 国連ビジネスと人権に関する指導原則の概要 

国連指導原則では、規模や業種などを問わず、すべての企業に対し、「国際的に認められた人権」を尊重す

ることを求めている。繰り返しになるが、「人権を尊重する」ということは、他者の人権を侵害することを回

避し、企業が事業活動を通じて人権に与える負の影響に対処するということを示している。このような考え

方のもと、企業が人権を尊重する責任を果たすための手段として、国連指導原則では、以下(1)～(3)の実施

を求めている。 

 

(1)の方針によるコミットメントに関しては、国連指導原則 14 においてその要件が説明されている。例え

ば、企業が、自社の社員に対してだけでなく、取引先やその他の関係者に対しても、人権尊重に関してどの

ような期待を持っているかを明記することなどを求めている（表 4）。つまり、企業は、方針の表明を通して、

取引先や、販売店などの社外の関係者にも人権尊重について働きかけることが求められている。 

 
表 4 方針によるコミットメント22 

 

 

(2)の人権デュー・デリジェンスとは、ジョン・ラギー氏の言葉を借りれば、企業が権利を尊重しているこ

とを「認識し、示す」ことである。人権デュー・デリジェンスの枠組みについては、国連指導原則 17 におい

て、説明されている。人権デュー・デリジェンスのプロセスは、実際及び潜在的な人権に対して事業活動が

与え得る負の影響を特定、評価し（①負の影響の特定・評価）、その結果に基づいて負の影響を防止し、軽減

するために必要な措置を実行し（②負の影響の防止・軽減）、その対策の実効性を追跡検証し（③追跡検証）、

この一連の取組みについて外部に対し知らせること（④情報提供）、を含むべきであるとしている。また、こ

のプロセス中の、①負の影響の特定・評価や、③追跡検証の実施にあたり、社内外の専門知識の活用や、影

響を受けるステークホルダーとの協議・フィードバックを組み込むことを求めている。さらに、人権デュー・

デリジェンスは一過性のものではなく、企業や事業の変化に伴い人権リスクが変化する可能性を認識し、継

                              
22 指導原則 16を基に当社作成 

（国連指導原則 15 一部抜粋） 

(1)人権を尊重する責任を果たすという方針によるコミットメント 

(2)人権への影響を特定し、防止し、軽減し、そしてどのように対処するかについて責任を持つ 

という人権デュー・デリジェンス・プロセス 

(3)企業が引き起こし、または助長する人権への負の影響からの是正を可能とするプロセス 
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続的に実施されるべきものであるとしている（図 8）。 

 

＜人権デュー・デリジェンスの概念図＞ 

 

図 8 人権デュー・デリジェンスの概念図23 

 

 (3)の是正を可能とするプロセスとは、人権への負の影響を引き起こした、または助長したことが明らかに

なった場合に、その状況を特定して是正に努めることができる仕組みの事であり、事業レベルでの苦情処理

メカニズムが一つの方策とされている。苦情処理メカニズムの実効性を確保するための要件については、国

連指導原則 31 において説明されている（表 5）。企業によって運営される苦情処理メカニズムに特化した要

件としては、利用者となるステークホルダー・グループと苦情処理メカニズムの設計やパフォーマンスにつ

いて協議し、苦情の申し立てに対処し解決する手段として対話に焦点をあてることが求められている。 

 

表 5 人権尊重のための手段と人権デュー・デリジェンスと是正プロセス24 

 

                              
23 国連指導原則 17を基に当社作成 
24 国連指導原則 31を基に当社作成 
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この他にも、国連指導原則を実践するにあたり留意すべき視点として二点付け加えたい。 

まず、人権促進と人権侵害はオフセット出来ないことである。企業は様々な活動を通して人権を支持し、

促進する、つまり人権に与える負の影響を回避するだけでなく、正の影響を与える活動を行うこともできる。

しかし、人権侵害を引き起こした場合または人権侵害に加担した場合に、これを相殺することはできない。

これは国連指導原則 11で説明されている。 

次に、最も深刻な影響または対応の遅れが是正を不可能とするような影響に優先的に取り組むことである。

国連指導原則 24では、企業が、すべての人権への負の影響に対応することが困難で、その対応策に優先順位

をつける必要がある場合、最も深刻な影響または対応の遅れが是正を不可能とするような影響から、防止・

軽減に取り組むべきであるとしている。一般的なリスクマネジメントのプロセスでは企業に与える影響度で

優先順位が決定されるが、人権尊重の取組みにおいては、企業にとっての影響度ではなく、人に与える負の

影響の深刻度や是正可能性に基づいて判断されなければならない。 

企業はこれらのことを念頭に置きながら自社における人権尊重の取組みを進めていく必要がある。 

3.2. グローバル企業による人権尊重の取組み事例 

企業における人権尊重の取組みは、前述の通り、国連指導原則に基づき、(1)方針によるコミットメント、

(2)人権デュー・デリジェンスのプロセスの実施、(3)是正プロセスという大きく 3つに分けることができる。

これらについて、グローバルに事業展開を行っている業種の異なる 3社の対応状況の概要を表 6にまとめた。 

まず、(1)方針によるコミットメントに関しては、これらの企業に共通して、その適用範囲として、自社だ

けでなく、サプライチェーンやバリューチェーンを含む自社の事業活動全体を含めていることがあげられる。

これらは国連指導原則で求めている方針の要件のうち、取引先やその他の関係者に対しての人権尊重に関す

る期待を示すという点を満たしているといえる。製造業の 2 社においては、サプライヤーに対しては個別に

方針や指針を策定するなどして、サプライチェーン上の人権侵害に対する姿勢を明確にしている。金融業の

C 社は投資・融資、保険引受などを行うという観点で特有であり、自社のインベストメントチェーンにおけ

る人権尊重のため、投融資方針やガイドラインを策定し、対応している。また、どの企業も、尊重する権利

として、特定の限定的な権利ではなく、国際人権章典などを含む「国際的に認められた人権」を対象として

いることを表明しており、これも国連指導原則が企業に求める権利の対象と合致している。 

次に、(2)人権デュー・デリジェンスのプロセスの実施に関しては、企業により取組み方法は異なるが、国

連指導原則に基づき、ステークホルダーや専門家の意見を取り入れて、自社事業に関わる人権リスクの洗い

出しや評価を行い、優先課題を明確化した上で、個別の課題に取り組んでいる点は共通している。 

特定した人権課題やそれに対する取組みについては各社それぞれ異なるが、リスクの特定・評価及び対策

の効果を追跡検証する継続的な仕組みとして、A 社及び B 社では、コンプライアンスプログラムや、監査な

どを活用しこの仕組みを構築している。 
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表 6 グローバル企業による人権尊重の取組みの例25 

 A社 

（食品業） 

B社 

（衣料品業） 

C社 

（金融業） 

(1)方針に

よるコミット

メント 

【尊重する権利と適用範囲】 

・自社の事業活動に関連し、国際的

に認められたすべての権利（国際人

権章典、ILO中核 8条約上の基本

権）を尊重することをコミットし、パー

トナー企業に対しても同原則の遵守

を期待することを明記 

【その他の人権関連方針】 

・サプライヤーに対して適用される調

達方針の他、パーム油などの特定の

品目に関する調達方針などを整備 

【尊重する権利と適用範囲】 

・世界人権宣言を支持し、社内およ

びすべての事業活動を通じて ILO の

中核的労働原則を遵守することがグ

ループの原則及び価値観に一致する

ことを明記 

・上記立場を自社の影響力の範囲に

おいて意思決定などの枠組みとして

使用することを明記 

【その他の人権関連方針】 

・サプライヤーに対して適用される行

動規範の他、責任調達方針などを

整備 

【尊重する権利と適用範囲】 

・国際人権章典、ILO中核 8条約

上の基本権を遵守し、自社の事業

活動に関連する第三者との関係を含

む全て（従業員、投融資などのビジ

ネス契約、サプライヤーを含む）に適

用されることを明記 

【その他の人権関連方針】 

・人権方針の他、サステナビリティ・リス

ク方針やセクター別の方針などにおい

ても、重要な人権課題に関する事項

を規定し、顧客を選別する方針・手

順を整備 

(2)人権 

デュー・デリ

ジェンスの

プロセスの

実施 

・重要な人権課題として、「差別」、

「公正な賃金」、「強制労働」、「結

社の自由」、「ハラスメント」、「健康と

安全」、「土地の権利」、「労働時間」

を特定 

・コンプライアンスプロセスや、社内外

の監査を通じてコミットメントに関する

進捗管理を実施 

・コンプライアンス遵守に関するサプラ

イヤーによる自己宣言の義務付け 

・高リスクサプライヤーに関する第三者

監査の実施 

など 

・人権デュー・デリジェンスの取組みの

焦点として、「結社の自由と団体交

渉」、「労働時間」、「健康と安全」、

「公正な賃金」、「児童労働」、「強

制労働」、「資源消費・水（化学物

質管理を含む）」、「調達」、「製品

の安全性」、「データ保護とプライバシ

ー」などを特定 

・新規サプライヤーのスクリーニング評

価の実施 

・コンプライアンスプログラムにおいて第

三者などによる監査の実施 

・社内外の関係者による定期的なサ

プライヤー監査の実施 

など 

・主要な人権課題として、2015年に

「プライバシー」、「差別」、「労働権」、

「土地に関する人権」を特定（2019

年見直し予定） 

・顧客受入プロセスと与信承認プロセ

スの 2 つの手順において、全法人顧

客と債務残高 100万ユーロ以上の

法人顧客を対象にスクリーニングを実

施 

・顧客から入手した情報だけでなく、

国際人権 NGO のレポートや苦情申

し立てなど幅広い情報を収集 

・持続可能性カントリーリスクツールを

開発し、リスクの高い国や紛争地域

での取引時は常に人権デュー・デリジ

ェンスを適用 

など 

(3)是正 

プロセス 

(苦情処理

メカニズム) 

・従業員向けの苦情処理システムを

整備している他、サプライヤーに対し

苦情処理メカニズムの設置を義務付

け 

・地域の課題に対応し専用のメカニズ

ムを整備 

・上記に加えて責任調達に関して誰

もが利用可能なホットラインを整備 

・労働者の通報窓口の他、NGOなど

の第三者を対象とした専用通報窓

口を設置（寄せられた苦情について

自社のウェブサイト上で開示） 

・現状、苦情処理システムはすべての

人に開かれているが、人権の負の影

響を受けるステークホルダーやその代

表者を対象にした独立した苦情処理

メカニズムを確立すべく、苦情処理の

仕組みを 2019年に見直す予定 

 

 

                              
25 上記 3社の開示情報を基に当社作成 
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 最後に、(3)是正プロセス（苦情処理メカニズム）であるが、これらの企業では、自社の従業員に対しての

通報窓口はもちろんのこと、サプライチェーン上や地域社会などの第三者を対象とした専用の通報窓口を設

置し、対応している。自社が負の影響を与える可能性のある権利保持者を想定した上で、アクセス可能な苦

情処理プロセスを担保しているといえる。 

以上、一部ではあるが、グローバル企業における人権尊重の取組み概要である。日本企業においては、(1)

の方針によるコミットメントや(3)の是正プロセスについては、一定程度整備されているケースが多い一方、

(2)の人権デュー・デリジェンスのプロセスの実施については、未実施の企業が多いと推察される。自社事業

に関わる人権リスクの洗い出しや評価を行い、優先課題の明確化を行うことは、企業が、事業活動による人

権への影響の全体像を把握し、効率的な取組みを実施するために不可欠である。そうでなければ、独りよが

りの取組みや非効率な取組みとなり、企業が優先して取り組むべき最も深刻な人権課題を見落としてしまう

可能性もある。 

グローバルに事業活動を展開し、多種多様な人権課題に先行して取り組んでいるこれらの企業の取組みは、

参考になる点が多々あると思われる。これから取組みを本格化させる企業は、参考にしていただきたい。た

だし、国やセクターなどによって人権侵害のリスクは異なるため、具体的な取組み内容については、当然な

がら企業規模や業種、事業展開地域などにより異なってくることに留意する必要がある。 

4. SDGsと人権の関係 

最後に、昨今関心が非常に高まっている SDGs と人権の関係について解説し、国連指導原則に基づいた人権

尊重への取組みによる SDGs 推進の可能性と留意点について述べる。 

SDGs は、2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載

された 2016 年から 2030年までの国際目標である。持続可能な世界を実現するための 17のゴール・169のタ

ーゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さない（leave no one behind）ことを誓っている。SDGs

の内容は、どれも「人が生きること」と関連しており、人権尊重の考え方がベースにある。「2030 アジェン

ダ」前文などにおいて、人権に関する言及が数多くなされており、SDGs の推進は、人権尊重の実現のプロセ

スであると考えることができる。 

 

 

（2030アジェンダ 前文 ※太字下線は当社で追記） 

 今日我々が発表する 17の持続可能な開発のための目標（SDGs）と、169 のターゲットは、この新しく

普遍的なアジェンダの規模と野心を示している。これらの目標とターゲットは、ミレニアム開発目標

（MDGs）を基にして、ミレニアム開発目標が達成できなかったものを全うすることを目指すものであ

る。これらは、すべての人々の人権を実現し、ジェンダー平等とすべての女性と女児の能力強化を達

成することを目指す。これらの目標及びターゲットは、統合され不可分のものであり、持続可能な開

発の三側面、すなわち経済、社会及び環境の三側面を調和させるものである。 
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言い換えれば、SDGs の 17 のゴールは、いずれも人権と密接に関連しているため、人権尊重への取組みが

SDGs の複数のゴールの達成に資する可能性がある。例えば、「労働」に関する人権課題として、サプライチ

ェーン上の繊維工場における女性労働者の労働環境の実態把握・改善に努め、労働環境が向上した場合、SDGs

のゴール「8. 包摂的かつ持続可能な経済成長及び全ての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間

らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する」だけでなく、ゴール「5. ジェンダー平等を達成し、全て

の女性及び女児の能力強化を行う」やゴール「10. 各国内及び各国間の不平等を是正する」の達成に資する

可能性がある。SDGsの各目標が具体的にどのような人権と関連しているかについて詳細を知りたい方は、SDGs

の各目標が具体的にどのような人権と関連しているかを示す国連人権高等弁務官事務所の文書26を参照いた

だきたい。 

しかし、ここで忘れてはいけないことは、国連指導原則 11 に記載があるとおり、人権促進と人権侵害はオ

フセット出来ないということだ。SDGsに資する人権促進の取組みを行っている場合でも、人権デュー・デリ

ジェンスをはじめとした、国連指導原則が求める人権尊重の対応を合わせて実施していく必要がある。 

おわりに 

本稿では、企業における人権尊重の責任が国際的に認知されることになった背景や、配慮すべき具体的な

人権課題の内容、またその人権課題に対する取組み方法などについて述べた。日本企業においては、従来の

人権尊重の取組みにとどまらず、国連指導原則に基づき、それぞれのおかれる環境やリスクを正確に理解し、

目的をもって、実効性のある取組みを進めていかれることが期待される。 

 

 

                              
26 日本語訳は、一般財団法人アジア・太平洋人権情報センターが国連の了承を得て作成したもの

（https://www.hurights.or.jp/japan/aside/sdgs/SDGs_HR_TABLE_A4.pdf）がある。 

（2030アジェンダ パラグラフ 8 ※太字下線は当社で追記） 

我々は、人権、人の尊厳、法の支配、正義、平等及び差別のないことに対して普遍的な尊重がなされ

る世界を思い描く。人種、民族及び文化的多様性に対して尊重がなされる世界。人間の潜在力を完全

に実現し、繁栄を共有することに資することができる平等な機会が与えられる世界。子供たちに投資

し、すべての子供が暴力及び搾取から解放される世界。すべての女性と女児が完全なジェンダー平等

を享受し、その能力強化を阻む法的、社会的、経済的な障害が取り除かれる世界。そして、最も脆弱

な人々のニーズが満たされる、公正で、衡平で、寛容で、開かれており、社会的に包摂的な世界。 

（2030アジェンダ パラグラフ 19 ※太字下線は当社で追記） 

我々は、世界人権宣言及びその他の人権に関する国際文書並びに国際法の重要性を確認する。我々は、

すべての国が国連憲章に則り、人種、肌の色、性別、言語、宗教、政治若しくは信条、国籍若しくは

社会的出自、貧富、出生、障害等の違いに関係なく、すべての人の人権と基本的な自由の尊重、保護

及び促進責任を有することを強調する。 

https://www.hurights.or.jp/japan/aside/sdgs/SDGs_HR_TABLE_A4.pdf


損保ジャパン日本興亜 RMレポート ｜ Issue 178 ｜ 2018年 3月 22日 

Copyright © 2019 Sompo Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 18 

参考文献 

Business and Human Rights Resource Center.” Company Response Rates”, Business and Human Rights Resource Center, 

https://www.business-humanrights.org/en/company-response-rates,(2019/3/5) 

GOV.UK.” Transparency in Supply Chains etc.A practical 

guide” .GOV.UK.https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data

/file/649906/Transparency_in_Supply_Chains_A_Practical_Guide_2017.pdf,(2019/3/11) 

GRI,国連グローバルコンパクト,WBCSD. “SDGs Compass SDGs の企業行動指針-SDGsを企業はどう活用する

か”.https://sdgcompass.org/wp-content/uploads/2016/04/SDG_Compass_Japanese.pdf,(2019/3/8) 

ILO 駐日事務所.国際労働基準 ILO 条約・勧告の手引き 2018年版,ILO駐日事務所,2018,114p 

UNEP Finance Initiative.” Human Rights Guidance Tool for the financial sector”, UNEP Finance Initiative, 

https://www.unepfi.org/humanrightstoolkit/fundamentals.php,(2019/3/18) 

一派財団法人アジア・太平洋人権情報センター.”ILO中核的労働基準”.ヒューライツ大阪.  

https://www.hurights.or.jp/japan/aside/business-and-human-rights/2012/07/ilo.html,(2019/3/8) 

一派財団法人アジア・太平洋人権情報センター.”SDGsと人権”.ヒューライツ大阪. 

https://www.hurights.or.jp/japan/aside/sdgs/2018/10/sdgs-1.html,(2019/3/5) 

外務省.”国・地域”.外務省, https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/,(2019/3/18) 

外務省.”ビジネスと人権”.外務省 WEBサイト,https://www.mofa.go.jp/mofaj/fp/hr_ha/page22_001608.html, 

(2019/3/5) 

外務省.”ビジネスと人権に関するベースラインスタディ報告書 (概要版)ビジネスと人権に関する国別行動計画策定に向

けて 2018 年（平成 30年）12月”.外務省,https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000433656.pdf, (2019/3/5) 

外務省.”人権・人道 世界人権宣言と国際人権規約”.外務省, 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/udhr/pdfs/kiyaku.pdf#00, (2019/3/5) 

国際連合.”我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ.外務省仮訳.2015 年 9月 25日第 70回国

連総会で採択”.外務省,https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000101402.pdf,(2019/3/5) 

国際連合広報センター,”ビジネスと人権に関する指導原則：国際連合「保護、尊重及び救済」枠組実施のために

（A/HRC/17/31）”.国際連合広報センターWEBサイト, 

https://www.unic.or.jp/texts_audiovisual/resolutions_reports/hr_council/ga_regular_session/3404/,(2019/3/5) 

国際労働機関.”国際労働基準（基準設定と監視機構）”.国際労働機関.  

https://www.ilo.org/tokyo/standards/lang--ja/index.htm,(2019/3/8) 

ジョン・ジェラルド・ラギー. 正しいビジネス－世界が取り組む「多国籍企業と人権」の課題,岩波書店, 2014,275p. 

高橋大祐. ビジネスと人権をめぐる各国法規制の動向と国別行動計画の役割 -- 調達・開示に関するルール形成を中心に 

(特集 「ビジネスと人権に関する国連指導原則」にもとづく日本の行動計画策定にあたって-- 政府・企業・市民社会

は何を求めるのか、何を求められているのか).アジ研ワールド・トレンド.2017,263,p.12-15.p.40 

日本労働組合総連合会.”国際活動 中核的労働基準と ILO”, 日本労働組合総連合会, 

https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/kokusai/ilo/,(2019/3/5) 

法務省,”世界人権宣言 70周年”.法務省,http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00172.html,(2019/3/7) 

https://www.business-humanrights.org/en/company-response-rates
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/649906/Transparency_in_Supply_Chains_A_Practical_Guide_2017.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/649906/Transparency_in_Supply_Chains_A_Practical_Guide_2017.pdf
https://sdgcompass.org/wp-content/uploads/2016/04/SDG_Compass_Japanese.pdf
https://www.unepfi.org/humanrightstoolkit/fundamentals.php
https://www.hurights.or.jp/japan/aside/business-and-human-rights/2012/07/ilo.html
https://www.hurights.or.jp/japan/aside/sdgs/2018/10/sdgs-1.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.mofa.go.jp/mofaj/fp/hr_ha/page22_001608.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000433656.pdf
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/udhr/pdfs/kiyaku.pdf#00
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000101402.pdf
https://www.unic.or.jp/texts_audiovisual/resolutions_reports/hr_council/ga_regular_session/3404/,
https://www.ilo.org/tokyo/standards/lang--ja/index.htm
https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/kokusai/ilo/
http://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00172.html


損保ジャパン日本興亜 RMレポート ｜ Issue 178 ｜ 2018年 3月 22日 

Copyright © 2019 Sompo Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 19 

 執筆者紹介  

櫻井 佑紀 Sakurai Yuki 

リスクマネジメント事業本部  

コーポレート・リスクコンサルティング部 

主任コンサルタント 

専門は ESG、CSR調達 

 

室田 真希 Murota Maki 

リスクマネジメント事業本部  

コーポレート・リスクコンサルティング部 

主任コンサルタント 

専門は ESG、コーポレートガバナンス、コンプライアンス 

 ＳＯＭＰＯリスクマネジメントについて  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社は、損害保険ジャパン日本興亜株式会社を中核とするＳＯＭＰＯホールデ

ィングスのグループ会社です。「リスクマネジメント事業」「サイバーセキュリティ事業」を展開し、全社的リスクマネジ

メント（ERM）、事業継続（BCM・BCP）、サイバー攻撃対策などのソリューション・サービスを提供しています。 

 本レポートに関するお問い合わせ先  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社 

経営企画部 広報担当 

〒160-0023 東京都新宿区西新宿 1-24-1 エステック情報ビル 

TEL：03-3349-4330（直通） 


